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I はじめに

行政市域のパリ市ではなく，周辺地域をも含むパリ大都市留の地域整備計画は，これまで1941年，

1960年， 1965年， 1976年の 4匝にわたり策定されてきた (Brechet.1994 ;手塚， 1981;高橋， 1994). 

このうち， 1965年のマスタープランは，壮大なニュータウン建設や都心と郊外を直結する RER(地

域高速鉄道ネットワーク)の整備を定めたもので，その後のパリ大都市I!の成長を方向づける指針と

なった. 1976年のマスタープランは，その後の社会経済情勢の変化に対応して1965年の計画を修正し

たものであるが，基本的な方向は前回のマスタープランをほぼ踏襲していた.

全国レベルでも¥ 1960年代は国土整備 (amenagementdu territoire)言t-函が活発に展開されたi時期

にあたる. 1963年には中央政府に国土整備庁 (DATAR)が新設され，全国レベルや地方レベルで活

発な地域政策が展開された.パリ大都市l習を対象にした拡大志向型の地域整備計画の策定は，国土撃

備庁 (DATAR)の黄金時代 (B田uf， 1995) といわば呼応していたわけである.

しかし，石油危機をきっかけとしてフランス経済は低成長の時代をむかえ，さらにミッテラン大統

領の誕生 (1981年)にともなって， 1980年代の前半には地域整備に関する権限を地方自治体に委譲す

る地方分権化の政策がすすめられた.その結果，巨額の財政支出をともなう積極的な国土整備はしだ

いに控えられるようになり，パ 1)大都市圏についても，計画にともなう規制が緩和されるなど，都市

建設の進行がレッセフェール的な様相を呈するようになった. 1980年代を通じて，パリ大都市圏では

1976年の地域整備計画が依然として効力をもっていたが，それがもはや時代遅れの産物であることは

明らかだった.

このような状況を打開し，パリ大都市圏の地域整備に新しい方向づけを与える努力は，ょうやく

1980年代の末に姿をあらわし始め，好余曲折をへた後に， 1994年成立の新パリ大都市圏整備計画とし

て結実した.本論文ほ，この新整備計画が策定されるまでの経過を検討することによって，パリ大都

市圏が現在直面している主要な問題点を明らかにすることを課題としている.新整備計画の策定をめ

ぐっては，国と地方自治体の双方がそれぞれ構想を発表し，議論をたたかわせてきた.そこでの主要

な論点や対立点を整理することで，パリ大都市圏の当面の課題が浮き彫りになるであろう.
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ちなみに， 1993年度から1995年度にかけて，筆者自身，文部省国際学術研究「ノn)大都市閣の構造

変容に関する地理学的研究j に参加し，毎年数週間にわたってパリに滞在する機会があった.このH寺

期はちょうど，新整備計画案をめぐる議論が最終的な調整段階にあり， しばしば関連するニュースが

雑誌や新聞?などのマスコミで報道された.本論文の材料は，主として，そのおりに収集したリポート

や提言，論文などである.新整備計画はまだ承認されてから日も浅く，内容にはjする許1111iは今後の成

り行きを見なければならない. したがって，本論文では考察の重点を，新しい整備計画が構想された

背景と，それがたととった科二余曲折の経緯にしぼることにした.紙面のi1JU約があるため，新整備計画の

詳細な内容については，また別の機会に紹介することにしたい.

E 新整備計画の背景

新しい整備計画が構想されるにいたった背景としては，パリ大都市留をめぐる政治・社会・経済環

境が， 1980年代を通じて大きく変化した事実があげられる.これらの変化は，大きくみると， EUの

市場統合などにともなう国際化の進展，社会経済環境の変化にともなう住民構造や人口動態の変化，

地方分権化の進展にともなっ制度的枠組の変化などに分けて考えることができる.これらの変化に対

応すべく，新しい整備計画の必要性が叫ばれ始めたというわけである.当然のことながら，これらの

変化はたがし 1に密接に関連している. しかし，以下では，環境変化の主要なiWJ面を列挙することで，

1980年代のパリ大都市i習を特徴づけた新しい動向を整理することにしたい.

( 1 )まず指摘せねばならないことは，大都市圏住民の産業構成や職業構成において r第 3次産業

化tertialisationJが著しく進展したことである (Tavernier.1990). パリ市を含むイル・ドゥ・フラ

ンス地域では，第 3次産業に従事するものの比率が， 1990年の国勢調査時に全就業人口の73.7話を占

めるにいたった.職業部にみても，肉体労働者 (ouvrier)の比率が激減し，事務労働者 (employes)

さらには管理的職業従事者 (cadres)の比率をも下回るようになった.また，これらの肉体労働者に

しても，かつては製造業部門の工場労働者が大半を占めていたのに対して，今日ではサービス業部門

に従事するものが最大の比率を示すように変化している.この「社会革命 revolutionsocialeJとも言

いうる変化の結果，パリ大都市留の住民はますます中上層の社会階級によって占められるようになり，

フランスの他地域とも多少異なる社会的進化の道すじをたどってきた (Robert.1994). 

( 2 )第 3次産業化の進展は，裏返していえば工業機能の後退を意味していた.国土整備Jl-C:(DATAR) 

などによって推進された工場の地方分散政策は，すでに1960年代から1970年代にかけて大きな成果を

あげたが， 1980年代にも引き続き既成市街地からの工場移転が進行した.この結果， 1980年代の後半

には，工場の移転跡地がパリ大都市圏の各地で未利用のまま放置されるにいたり 土地利用上の大き

な問題点とされた.とくに工場移転跡の遊休地 (frichesind ustrielles)は， 19世紀の後半から20世紀

の前半にかけて工業化したパリ近郊の工業地帯に集中しており，地域環境の劣悪化と地域社会の崩壊

が懸念されるまでになった.

( 3 )近郊工業地帝の荒廃は，全面的な失業率の上昇ともあいまって，低所得層向け社会住宅からな
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る地区 (quartiersd'habitat social)の社会経済状況を悪化させた.これらの地区では，失業率が周辺

の諸地区を大幅に上まわるところが多く，とくに若年層の失業率が20%以上に達する地i豆もまれでは

ない.パリ近郊には，このような問題地区が多数みられ そこで多発する犯罪と治安の悪化が1980年

代には大きな政治問題として意識されるようになった.

( 4) 1970年代のパリは人口の停滞によって特徴づけられたが 1980年代になるとパリ大都市圏の人

口はふたたび活発な成長を示すようになった.たとえば， 1975年から1982年にかけて，イル・ドゥ・

フランス地域の人口は19.5万しか増加せず，これはフランスの22地域のうち増加率のうえで16位にと

どまった.これに対して， 1982年から1990年には増加入口が58.7万に達し，増加率も全毘平均を大き

く上まわっている.また， 1960年代までの人口増加期が他地域からの人口流入で特徴づけられていた

のに対して， 1980年代の人口増加は主として自然増によるという特徴がある.

( 5 )さらに，人口増加率でみたパリ大都市圏の成長地帯は すでにイル・ドゥ・フランス地域をこ

えて，周辺地域へと大きく広がっている.たとえば，イル・ドゥ・フランス地域に|鋒緩するオワーズ

県，ウール県，ウール・エ・ロワール県，ロワレ県などでは，この期間にイル・ドゥ・フランス地域

を大幅に上まわる人口増加率を記録している.この人口増加がパリ大都市圏の拡大であることは，こ

れらの県からパリに通勤する人口が1980年代を通じて急増したことにより明らかである.この結果，

パリ大都市i習をとらえる地域的枠組として，イル・ドゥ・フランス地域をこえた広域的枠組がますま

す要請されるようになりつつある (Dametteet Scheibling， 1992). 

( 6 )地域政策の制度に関しては，都市計画をめぐる各撞の権限がコミューンや県や地域などの地方

自治体に移管されたことが1980年代の大きな変化であった. 1960年代には整備計画の立案・実行にあ

たって国が強力なリーダーシップを発揮したが，分権化が実施された1980年代の後半には国による規

制が緩和され，都市建設にレ yセフェール的な傾向すら顕在化した.たとえば，パリ市の西に隣接す

るコミューンでは，それまで規制の対象であったオフィスピルの建設が容易になり，当時の不動産ブー

ムともあいまって新しいピル街がつぎつぎに誕生した.また他方では，交通インフラストラクチャー

の整備が主としてイル・ドゥ・フランス地域の仕事とされた結果，この領域に対する国からの投資が

減少し 1980年代を通じてパ 1)大都市圏の交通事情が大幅に悪化したという事実がある.

( 7) 1980年代には， とくに RER(地域高速鉄道ネットワーク)の建設が大きく進展したが，これ

は1960年代から1970年代にかけて立案された計画が実現したものであった.これに対して1980年代に

登場した新しい変化は主として全国レベルあるいは国際レベルの交通ネットワークに関するもので，

なかでも TGV新線の建設促進とパ 1)国際空港の拡充がパリ大都市習に新しいインパクトをもたらし

た.パリ東郊に建設されたユーロデイズ、ニーランドも，従来のマスタープランにはない大事業であり，

フランス国内にかぎらず国際的な観光客誘致をめざしている.

( 8 )最後に， 1980年代の後半になって，ヨーロッパ主要大都市開の競合が強く意識されるようになっ

た事実を指摘することができる.その背景には， 1992年を期限としたヨーロッパ市場統合への動きが

存在した.ロンドンやアムステルダム，フランクフルト，ミラノ，バルセロナなどとの競合のなかで，

ヨーロッパ都市ひいては世界都市としてパリを発展させることが，フランス全体にとっても重要なこ
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とが強調されるようになった.

1980年代には， ミッテラン大統領のもとで，パリ市内と周辺にさまざまな大モニュメントが建設さ

れた.大ルーブル計画 オルセ一美術館，パスティーユ広場の新オペラ座，アラブ吐界研究所，大蔵

省新館，デファンスに建設されたアルシュ(新凱旋門ピ、ル)など，このH寺Wiに建設された新しいモニュ

メントは枚挙にいとまがない. しかし，このような表面的変化のかげで，パリ大都市|習は上述のごと

き基本的変化を遂げ、つつあった. 1965年のマスタープランで構想され， 1976年のマスタープランに受

け継がれた地域整備の方針は，これらの動向を背景として新たな対応を追られていたといえる.

E 新整備計画の策定経過

盟-1 初期段階の構想

「地域 regionJ を対象範i認とする整備計画(マスタープラン)の策定に関しては， 1980年代前半

に推進された地方分権政策のもとで，その権限主体が原則として中央政府から地域政府に移行した.

ただし苔都パリを含むイル・ドゥ・フランス地域だけは，このような権訳委譲の例外とされた.そ

れ以前と i可様に，マスタープラン作成の主体は国(主として建設省)にあるとされたのである. しか

し交通インフラストラクチャーへの投資をはじめ，地域整備に関するさまざまな権限を新たに獲得

したイル・ドゥ・フランス地域政府は，マスタープランの作成についても積極的な姿勢を示した.防f

究・立案機関である IAURIF(イル・ドゥ・フランス地域都市開発整備研究所)が， 1982年から地域

政府の直属機関になったことは この点で重要な意味をもった. 1980年代の後半から1990年代の前半

にかけて，新整備計画の構想がし 1くたの約:余曲折をへた背景には，このような中央政府と地域政府と

の複雑な関係があったということができる.

新しいマスタープラン作りへの動きは まずイル・ドゥ・フランス地域の但IJから始まった.

IAURIFは，将来計画作成に向けての準備を1987年に開始し， 1988年の 4月には「西暦2000年のイル・

ドゥ・フランス:地域計画作成にむけてJ と題する報告書を発表した(IAURIF， 1988). さらに1989

年にはいると，整備計画の車Ulになる構想、をまとめた「地域整備計画にむけてJ とし寸報告書が地域談

会に提出された (IAURIF，1989). これらの報告書をみると，パ 1)市に隣接するセーヌ川上流地区や

下流のデファンス地包などが都市計画の「戦略j並区j にあげられているほか，近郊を環状にとりまく

鉄道の建設が提案されるなど，その後のマスタープランで採用された構想の多くが，すでに含まれて

いた.

地域政府の動きに促されるように，国の側も 1988年の末には新整備計画策定の準備を開始すること

になった. 1989年の 7月には，イル・ドゥ・フランス地域の新整備計画策定にむけて，そのrJij段階と

して自書 (LivreBlanc) を作成することが中央政府により決定された.その結果， 1990年の 1月に

は「イル・ドゥ・フランス白書」が公表されたが，実際のところ，この白書の内容は，国と地域とパ

リ市との共同作業の結果にほかならなかった (DREIF，APUR et IAURIF， 1990). このことは，白書

でかかげられた地域整備の主要自標が IAURIFの提言を強く反映していることに良く示されている.
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白書の内容は， 1965年や1976年のマスタープランと大きく異なるとともに，その後の計画案づくり

を基本的に方向づけた.1990年代の前半には，新整備計画をめぐって批判や論争がたたかわされたが，

白書で示された指針は基本的に変更されなかったといえる.そこで以下では この白書で特に強調さ

れたポイントを多少詳しく見ていくことにしたい.

まず第一にいえることは，パリ市に隣接した近郊地返(あるいは伝統的工業地帯)の整備に，大き

な重点が置かれていることである.第 1図は，それを象徴している.すなわち，周辺地帝でのニュー

タウン建設に重点が置かれていた1965年のマスタープランに対して，ここでは中心地域に隣接する地

帯にまず自が向けられた.近郊地帯の課題は「既存の市街地を構造改善して，十分な活用をはかるこ

と」であり， γ今日ほとんど利用されていない土地(工場跡の遊休地や公有の未利用地)を，整備計

画を通じて有効に活用すること」であった (DREIF，APUR et IAURIF， 1990， p. 65). このような方

向づけは， 1965年のマスタープランと大きく異なるとともに，以下のような努力を必要とする野心的

な目標設定であるとされた.

( 1 )近郊地区の再生には，まず公共交通ネ y トワークの緊密な構築が必要である.パ 1)市内には高

密度の地下鉄ネ y トワークが存在するのに対して，近郊地包には，それらの路線の一部が放射状に延

びているにすぎず，その密度もいちじるしく低い.このような状況を打ち破るには，パ 1)市を取り回

むように環状の鉄道路線を建設することが有効な対策であり，この環状線を軸にして，パリ市内から

1・LaDefensθ・Gθnnevilliers-Montesson 
2・Seine-Amont
3・LaVillette -Plaine-Saint-Denis 

第 1図 「イル・ドゥ・フランス白書J (1990年)における近郊地域の整備案

(DREIF， APOR et IA ORIF (1990)による)
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の地下鉄路線延長を積極的に進めることが主張された(第 l図参照)• 

( 2 )公共交通の結節地点に，近郊地区の核となるような新しい中心地区を発展させる必要がある.

そのための候補地として，白書では次の 3地区を指摘し整備計画の戦略地症として位置づ、けた.こ

れらは，第 1図の lから 3に対応している.

ー パリ市西方のデファンス・ジェヌピリエ・モンテ y ソン地区(地区 1). 

ー パリ市南東のセーヌ上流地区(地区 2). 

ー パリ市北方のプレーン=サンドゥニを中心とする地i亙(地区 3). 

これらの戦略地区は パリ市と近郊地帯をつなぐ結節点に位置しており，高次機能の大集積地になり

うる可能性を備えている.このうち地区 1と地区 2は，一部ですでに開発事業が展開している.これ

に対して，プレーン=サンドゥニ地区は工場跡の遊休地がめだっ衰退地区であり， I~おきには多少長い

時間を要するであろうし，近郊地区(とくにパリ市北方)の核として，どのような方向で整備を進め

るかを検討する必要がある.

( 3 )これらの地区の開発にあたっては，都市環境の改善に努力せねばならない.とくに，水辺の整

備については，セーヌ川やマルヌ川をはじめ，サンドゥニ運河，サンマルタン運河などに沿って，さ

らに改善する必要がある.また 戦略地IKの都市建設にあたっては，都市景観の視点から質の高い都

市づくりを進める必要がある.

第 2[豆は，これら近郊地区の整備を軸に，将来のパリ大都市圏整備の基本方向を示したものである.

第 2図 「イル・ドゥ・フランス白書J (1990年)にお付るパリ大都市!霊iの整備案

(DREIF， APUR et IAURIF (1990) による)
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ここでもパリ近郊の環状鉄道路線が強調されているが，それを加にすると，ロワシーのパリ国際空港

周辺とパリ南方のテクノポリス(サクレー地区，マッシ一地区)の開発が呂だっている.両者とも，

ヨーロッパ全体，ひいては世界全体を視野におさめた中心極という位置づけがなされており，「i山吾

2000年のイル・ドゥ・フランスJ (IAURIF， 1988)で特に強調された密際競争の下でのパリの発展戦

ul告を担っている.これに対して， 1965年のマスタープランで中心的な役割を演じたニュータウンは，

すでに一定の開発成果をおさめている現状を反映して，周辺地部:の中心都市という役割が期待されて

いる.

国-2 対立と修正

「イル・ドゥ・フランス白書」が公表されたのち 1990年の 7月には 新しいマスタープランの作

成作業が中央政府によって正式に開始された.当初，新マスタープランの作成準備委員会には，地域

政府の代表者も参加していたが，両者の思惑の違いがすぐに表面化し 地域政府は国主導の計画づく

りから手を引くことになった.その結果，新マスタープランの策定は，その後， もっぱら中央政府機

関(主として建設省のイル・ドゥ・フランス地域建設局)によって進められた.

中央政府と地域政府の対立は，さまざまな論点にわたっている. しかし，その中心には地域整備政

策の推進をめぐる主導権争いがあった.中央政府は，首都ノ¥'1)を含むイル・ドゥ・フランス地域に対

して，従来ほどではないにしろ，直接的な行為者としての役割を維持しようとした.事実， 1980年代

以降に実施されたパ 1)の大建設事業(たとえばアルシュの建設や国立図書館の新築事業など)は，い

ずれも中央政府の卒業であった.同様に，留は地域レベルのマスタープラン策定についても，主導権

を握ろうとしたのである.

その背景には，パリ大都市豊富の地域的アンバランスに対する毘側の深刻jな問題意識があった (Ronai，

1991) .パリ市周辺の近郊地帯についていえば，一方で不動産ブームにわく豊かな地亙があるのに対

して，他方では低所得者層や外国人移民が集中する問題地区が存在した.また，発展する副都心・副々

都心がある一方で，工場跡の遊休地が広く分布していた.事態をこのままに放置したのでは，イギリ

スやアメリカの大都市と同じような過程をたどることが懸念された.このような問題を解決するため

に，必要とあれば特定地区の再開発に密主導の整備公社を設立することさえ考えられた iイル・

ドゥ・フランス白書」で戦略地区とされた 3地区のうち，セーヌ上流地区とプレーン=サンドゥニ地

区は，このような医側の強い問題意識を反映して，新たに付吋加えられたものである.

さらに毘側には，パ 1)大都市圏とその他の地方のアンバランスを解消するという伝統的な関心が

あった.パリ大都市圏における工場やオフイ不の立地抑制政策は，そのための具体的方策であった.

これに対して地域政府は，地方分権政策の結果として新たに獲得した国土整備分野の権限を，国や

!票やコミューンからの制約を排除して，独自に発揮する方向を呂ざした.国側のマスタープラン作り

への協力を拒否した地域政府は，独自の整備計画案を作成七て， 1991年に、は「イル・ドゥ・フランス

憲章J(IAURIF， 1991)を公表した.これと並行するように，国は独自に「マスタープラン準備案J(PRIF 

et DREIF， 1991) および fマスタープラン原案J (PRIF et DREIF， 1992) を公表したが，これに対す
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る地域や県の反応は非常に厳しいものであった. 1993年]月 28日のイル・ドゥ・フランス地域議会で

は，国が示したマスタープラン原案が否決されるにいたり， lil1WJは再度の修正を余儀なくされること

になった.地域議会による原案拒否は 政治的なかけ引きという側面もあるが，議論を通じて特に問

題とされた点は以下のようにまとめられる.

1991年に公表された地域政府の撃備計画案では，いくつかの分野(特に交通インフラストラクチャー

の分野)について かなり具体的な提案が盛り込まれていたが，将来の人口予測や，それに基づく住

宅建設については陵味なままであった.これに対して， 1992年の「マスタープラン原案」では， Iヨ標

年次である西経2015年の人口が1.220万と見積られ， 25年間jで150万人強の人口増が予測された.これ

は， 1982年から1990年にかけて，イル・ドゥ・フランス地域の人口が再び活発な増加を示すようになっ

たことを反映している. しかしこのような増加予測に対しては，地域や県の{掛からの反発があり，

抑制策を強めることによって増加入口を低めに誘導することが主張された.

第二の論争点は環境問題についてであった. もともと，新しいマスタープランが構想され始めた

1980年代末の時点で，環境問題はまだ前回に登場していなかった.ところが， 1990年代にはいると「環

境の保護j が政治スローガンとして，他の課題をしのぐまでに重要視されるようになった.このよう

な流れを反映して， 1992年の「マスタープラン原案」でも，森林の保全や農業空間の保持が強調され

た. しかし， まだ不十分であるとして，地域議会は「マスタープラン原案」を否決するにいたったの

である.

国一 3 新整備計画の採択

修正案の作成は， 00民議会選挙の結果をうけて1993年 3月に発足したパラデュール内閣のもとで行

われた.そこでは，人口の成長や住宅・オフィスの新規建設がさらにtflltlJljされることになり，将来必

要とされる都市化荷積が低めに見積られた.たとえば， 1992年の原案に比べると，西暦2015年までの

間に必要とされる新たな都市化面積は， 6.000ヘクタール以上も減少した.このような選択は，いわ

ばパリ大都市圏の成長を減速させようとする意図を含んでおり，宮JYや文化施設の地方移転を推進す

る政策と対をなすものであった.このような修正をへた結果，イル・ドゥ・フランス地域の新しい整

備計画 (SDRIF[イル・ドゥ・フランス地域マスタープランJ)は， 1994年の 4月に採択された.

同時に， 1994年の 4月には，国土整備Jy(DATAR)の調整のもとで，イル・ドゥ・フランス地域

を中核とする合計 8地域がりfリ盆地整備憲章J に調印している.これは，イル・ドゥ・フランス地

域の成長を周辺の諸地域に誘導・展開することによって，パリ大都市|習の広域的な整備をはかること

を呂的としていた.すなわち，イル・ドゥ・フランス地域に対しては，成長を強く tfPf1Jljする政策をと

りながらも，他方では周辺部へ展開をはかることで，パリ大都市圏の国際競争力を高めようと意図し

たのである. しかし，周辺地域の整備には莫大な投資が必要であり，現在までのところ， 呂襟を実現

できるような体制が構築されたわけではない (Boyer.1995). 
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wむすび

1987年から1994年にかけて，パリ大都市圏(イル・ドゥ・フランス地域)の地域整備に対する構想

は，その時々の政治状況や社会情勢から大きな影響を受けることで，複雑な好余Ilt!Hrをたととってきた.

この期間にほぼ一貫して保持された方向づけは，大都市圏のなかで中心ゾーン(とくにパリ市周辺か

ら隣接近郊ゾーン)の整備を重視する姿勢ぐらいかもしれない iイル・ドゥ・フランス白書J (1990 

年)で強調された 3か所の拠点整備地毘や，それらを連結する環状鉄道の新設は，どの計凶案におい

ても大なり小なり登場する新規事業のコアであった.

しかし，イル・ドゥ・フランスの将来をどのように構想するかという全体計画についていえば，作

業開始当初と最終的なマスタープランの間に大きな変化が生じたことは明らかである. 1980年代の後

半は，単一欧州議定書eの締結をうけて大都市開の箆際競争が強く意識された時期であった.初期jの構

想、はこのような時代の風潮を反映 Lて，ロンドンやフランクフルトなどとの密際競争に負けないパつ

を呂指そうという目標が，構想、の前面に強く打ち出された.たとえば，計画案の口火をきった íT~J語

2000年のイル・ドゥ・フランスJ (1988年)をみると，冨際化の進行にともなう地域防]競争の激化が，

何よりも強く意識されていたことが分かる.これに対して 1990年代にはいると 全国レベルでの整

備計画が大きな政治課題として浮上するようになった.そこでは，地方での高失業率，人口減少，農

村の危機などが優先的な課題として登場し 首都圏であるイル・ドゥ・フランス地域は後景にしりぞ

く傾向がある.巨額の財政支出をともなう大規模事業が，パリ大都市l習について抑制ぎみになること

は自然の勢いであった.

しかし，全信レベルにおける整備計画のなかでパリ大都市圏をどう位置づけるかという問題は，今

後も継続的に問し=直されていくであろう.フランス全体の発展を考えるうえで パ 1)の国際競争力は

決して無視することができない条件だからである. 1980年代には， ミッテラン大統領のもとで多数の

大事業がパリを舞台に進められてきた.その結果，文化的な側面におけるパリの吸引力は，毘際的に

みて大きく強化された.これに対して 経済的な吸引力はそれほど国際的な優位を佐立したわけでは

ない.パリ大都市圏の経済開発をどう進めていくか.パリの繁栄がそのままフランス全体の繁栄と密

接に結びついている以上，この問題はこれからも論議の中心点たらざるをえないわけである.

フランスの首都圏として，パリ大都市圏(イル・ドゥ・フランス地域)は，他の大都市障にはみら

れないほど整備計画が頻繁に策定された歴史をもっている. 1994年に採択された新整備計画 (SDRIF

[イル・ドゥ・フランス地域マスタープラン])は，主要なものだけを数えても， 20世紀で 5国自の

地域整備計画に相当する.このうち， 1960年の整備計画と 1965年の整備計蕗の関には，基本的指針に

認しての明確な方向転換が存在した(手塚， 1981). このような観点からすると， 1994年の新整備計

酒は，策定までに粁余曲折をへた結果，その基本的性格がかなり媛味なものになったことは否定でき

ない.パ 1)大都市l習の将来計画として，新整備計画がどれだけの指導力を発揮できるか，今後の推移

に注呂したい.
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The New Regional Master Plan of Paris Metropolitan Area 

Akira TEZUKA 

Paris metropolitan area has been the subject of many master plans for development in this 

twentieth century. The Schemαdireaeur de 1αregion Ile-de-Fr，αnce (SDRIF)， which was just 

approved in April 1994， is the latest maste1' plan. Its main purposes and conceptions diffe1' consト

de1'ably from those of the fo1'mer maste1' plan (SDA URIF， 1976)， which was a modified version of 

the most innovative and influential maste1' plan of Pa1'is met1'opolitan area (SDAURP， 1965). 

The SDRIF of 1994 was a kind of comp1'omise， reached finally afte1' a long and tortuous 

cou1'se f1'om 1987. The visions fo1' the futur of this 1'egion Ile-de-France have noticeably changed 

between the beginning stage and the final maste1' plan. The intentions of conce1'ned acto1's were 

also divergent， especially between national gove1'nment and 1'egional gove1'nment. In this pape1'， 

the autho1' examined the socio-economic and administ1'ative ci1'cumstances， which have b1'ought 

about this new 1'egional maste1' plan and its complicated vicissitude. 
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